
令和２年度

第１回鳥取市下水道等事業運営審議会

令和３年１月１５日

下水道企画課（事務局）

本日の議題

１ 鳥取市下水道等事業の経営状況について

２ 鳥取市下水道等事業経営戦略の目標値及び現状報告
について

３ 鳥取市下水道等事業経営戦略の見直し時期について
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令和２年度

第１回鳥取市下水道等事業運営審議会

１ 鳥取市下水道等事業の経営状況について
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下水道使用料

32.61 

他会計負担金

32.04 

他会計補助金

3.29 

その他

0.79 

特別利益

0.06 

長期前受金戻入

26.98 

管渠費 3.35

ポンプ場費 1.61

処理場費 14.25

支払利息 11.2

水質管理費 0.25
水洗化普及費等 3.49

その他

0.63

特別損失

0.002
減価償却費等

50.46

当年度純利益

10.53 

収益的収支（税抜き）
汚水・雨水の処理に伴う収入と支出

収入 95.77億円 費用 85.24億円
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企業債

21.71 

補助金 9.36 出資金

0.76 

負担金及び分担金 10.06 

その他

0.21 

資本的収支不足額

28.06 

建設改良費

22.86 

企業債償還金

47.29 

その他

0.01 

資本的収支（税込み）
下水道施設の整備に伴う収入と支出

収入 42.10億円 支出 70.16億円

当年度内部留保資金
5.01

前年度使用しなかった
内部留保資金

23.05

令和元年度の決算状況
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２ 鳥取市下水道等事業経営戦略の目標値及び
現状報告について
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２ 鳥取市下水道等事業経営戦略の目標値及び現状報告について

２-１鳥取市下水道事業等経営戦略について



下水道事業が直面する将来的課題①
―有収水量の減少―

人口減少や節水対策の向上による有収水量の減少によ
り、将来的に使用料収入の低下が懸念されます。

出所：総務省作成資料

＜全国の水道及び下水道事業の料金収入の推移＞

下水道事業の料金収入は、普及率の上昇に伴い全国的には上昇傾向にある
が、普及率の高止まりに伴い、今後水道事業と同様の傾向になることが予想され
る。（総務省見解）
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＜鳥取市の下水道料金収入の推移と将来予想＞

28年度に料金改定を行ったため料金収入は回復するが、その後は人口減少等
により再び減少傾向となる見込み。
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下水道事業が直面する将来的課題②
－更新投資需要の増大－

出所：鳥取市公共施設等総合管理計画

出所：国土交通省公表資料

高度経済成長期から整備してきた施設が、今後、順次更
新時期を迎えることから、これらの施設の更新に係る費用
の増加が懸念されます。

＜全国＞ ＜鳥取市＞
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①料金収入の減少

＋ ⇒ 財源不足（財政悪化） の懸念増

②更新費用の増大

下水道事業が直面する将来的課題③
－財源不足の懸念－

将来の投資需要を適切に把握し、投資の合理化を図るととも
に、財源構成の見直し等により、中長期的な経営の中で必要
な財源を確保していかなければならない。

こうした事態を回避するには…

平成２８年度に「経営戦略」を策定
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○目的・定義

将来にわたり安定的に事業を継続していくため、各団体の実情をふまえた

中長期的な経営の基本計画のこと。

○計画期間

経営戦略の計画期間は、１０年以上が基本。（現計画は平成２９年度～令和８年度）

○基本構成

経営戦略は、①投資計画と②財政計画の二本柱で構成。

経営戦略の概要

①投資計画
将来にわたって安定的なサービス提供を継続していくため、施設の将来需要を

適切に把握し、「いつ」「何に」「どのくらい」投資するのかを最適化した計画のこと。

②財政計画
「投資計画」に基づく投資額をふまえて、中長期の経営の中で、投資に必要な

財源や運転資金、収益性をどう確保していくかを示した計画のこと。
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目標設定、

投資の合理化
戦略策定

経営戦略の全体像

適切な

現状把握・分析
（規模・能力、使用可能

年数、劣化の状況等）

将来の需要予測

できる限り長期間

（30年超）の需要予測

適切な

現状把握・分析
主として企業債・資金・

収益に係るもの

将来の

損益・収支予測
投資需要額を踏まえた

財政予測

目標設定

今後の安定的なサー

ビス供給に必要な将

来の投資規模を設定

投資の合理化
統廃合・ダウンサイジ

ング、優先順位付け等

目標設定
中長期的に収支均衡を

可能とする企業債・繰

出金・内部留保資金等

の水準の設定

✓投資計画の実績検証

✓財政計画の実績検証

✓重要指標の実績検証

✓料金水準の検証 など

戦略実施、事後検証など

必要な更新需要額

算出

・財源構成の検討

・中長期的視点で検証
資金確保ができるか

投資に必要な収益を

確保できるかetc．

「中長期」の視点 「見える化」の視点

均衡点=経営戦略「地域の将来像」の視点

「中長期」の視点「全体」の視点

投資計画

財政計画

必要に応じて検討「地域の将来像」の視点

計画と実績の

モニタリング

最低１０年間

※経営戦略策定の前段階において、「地域のデザイン」「地域の将来像」を踏まえた事業の将来構想の検討（ビジョン・経営方針の策定）が必要である。

※料金改定、PPP・PFI、広域化、

人材育成等の検討は戦略策定

時にも必要に応じて実施

財源確保

（料金改定等）

PPP・PFI、

広域化、

人材育成等

「中長期」

の視点

現状把握・分析、
将来予測

「見える化」の視点

計

技
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経営戦略の全体像
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２-２ 鳥取市下水道等事業経営戦略の目標値及び
現状報告について
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計画における施策の体系と設定目標一覧

‐11‐



浸水対策の推進

浸水被害を軽減するため、現在浸水が発生している箇所の対策を着実に実施します。

平成２７年度までの
浸水対策実施済区域

２,２４０ha

○これまでの取組みと現状

令和８年度末目標
浸水対策実施済区域

２,２９０ha＋５０ha

浸水発生箇所、水害統計、地区要望等により対策地区を選定します。

○指標の設定方法

○得られる効果
・浸水区域の解消
・降雨時の緊急対策に係る負担軽減

【当面の対策予定区域】
・興南町 ・南吉方 ・湖山北六丁目 ・布勢
・千代水三丁目 ・千代水一丁目 ・浜坂三丁目

主な事業内容：側溝、雨水管、バイパス管
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―浸水対策―

令和元年度末進捗
浸水対策実施済区域

２,２７０ha



耐震管への改修整備
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―地震対策―

・重要幹線135.7km
R元年度末時点
・耐震化完了路線58.0km
・耐震化未実施路線77.7km

○現状及び将来予想される課題
・地震時に排水機能を失う。
・地震時に防災拠点・主要避難所の排水機能を失う。
・地震時に緊急輸送路下の管の破損により緊急輸送路が遮断される。
・管路の耐用年数（50年）までに耐震化（長寿命化）が必要。

○指標の設定方法
・重要幹線を50年以内に耐震化。 78.5km / 50年 = 1.6km/年
・防災拠点･主要避難所の排水機能を確保する。

○得られる効果
・緊急輸送路の被災を回避。 ・被災時の防災拠点･避難所の衛生面の確保。
・被災復興時の排水機能の早期回復。 ・耐震化と同時に管路の長寿命化を図る。

○これまでの取組みと現状

重要な管路の耐震化を促進し、減災対策を強化します。

R8

R元年度末 58.0km 77.7km



○これまでの取組みと現状
・管渠の破損等による陥没事故防止のため、老朽化した鉄筋コンクリート管の路線

を中心とした管路の踏査、カメラ調査を実施し管路の予防保全を行っています。

○現状及び将来予想される課題
・今後１０年間で設置後５０年を経過する老朽

下水管の急増が想定されます。

・鉄筋コンクリート管の耐用年数を考慮すれば、

今後の対策が急務となっています。

○指標の設定方法
・管渠費については、施設の現状で記載した老朽下水道管の増加対策として、管内の

カメラ調査延長を１５km/年から３８km/年へ強化。

○得られる効果
・道路陥没事故

を未然に防止し、

市民生活の安全

を守ります。

道路陥没箇所の削減
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―道路陥没事故の未然防止対策―

鉄筋コンクリート管の腐食による陥没事故 鉄筋コンクリート管腐食状況（昭和50年布設）

ＨＰ管

塩ビ管

その他
年度

発生

件数

H23 12

H24 10

H25 9

H26 7

H27 12

老朽化による破損が多い鉄筋コンクリート管を重点的に調査し、道路陥没事故を未然に
防ぎます。

管種別布設年度

R元年度実績 １３km/年



公共下水道の整備による水質改善

88.8%
90.6% 91.3% 92.0%

95.3%

93.7% 94.6% 95.5% 96.3% 97.2% 98.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4 R6 R8

実施

計画

公衆衛生の向上、生活環境の改善のため公共下水道の整備を行います。

○これまでの取組みと現状

【 公共下水道整備人口／公共下水道全体計画内人口 】

○指標の設定方法

（公共下水道整備人口＋公共下水道全体計画内集落排水整備人口）／公共下水道全
体計画内人口≒１００％として目標を設定し、公共下水道全体計画内についての整備を
概成します。

令和８年度 公共目標整備率＝９８．０％ （計画区域内整備率≒１００％）

平成２７年度 公共目標整備率＝９３．３％ （計画区域内整備率＝９４．３％）

これにより、令和８年度末に公共下水道の整備は概ね完了します。

Ｈ27：93.3% → R1：95.3%

[公共下水道整備状況]
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―公衆衛生の向上・生活環境の改善―

令和元年度 公共目標整備率＝９５．３％ （計画区域内整備率≒９６．４％）

R1



下水道への接続率の向上による水質改善
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―公共用水域の水質改善―

【指標及び設定方法、目標】

H27年度末 R8年度末

公共下水道 96.7% ⇒97.6%
過去の接続率の伸びを基
に新規供用開始による分
母拡大を考慮し推計

集落排水施設 94.2% ⇒98.6%
過去の接続率の伸びを基
に推計

環境
公共用水域の
水質改善

供用開始後3年目 72.7% ⇒80.0% 過去の実績を考慮し設定

目標指標の設定方法

接続率の向上に
よる水質改善

基本方針 主要施策 実施対象・内容
指標

説明会等で早期に公
共用水域の水質改善
と接続促進を訴えるこ
とで住民の意識向上を
図る。

⇒ 96.6%

⇒ 95.7%

⇒ 51.9%

R元年度末

積極的な普及促進活動により、水洗化率の向上を図ります。

○これまでの取組みと現状

・下水道管工事前と供用開始前に該当地域で説明会を開催。事業所等に対し、戸別訪問による依頼。

・供用開始後１年目を迎えた地域の未接続者に戸別訪問。

・２年を経過した長期未接続者に、１年～１年半毎に逐次訪問。



ストックマネジメントの導入

下水道の機能を持続的に維持していくため、公共下水道長寿命化計画の策定を通じて
延命化・改築更新を計画的に行い施設を適切に管理していきます。

○これまでの取組みと現状

○指標の設定方法

施設の耐用年数や故障した際の影響度を整理した、ストックマネジメント計画を
策定し、R８年度末までに１５施設（管路含む）の長寿命化対策を計画します。

○得られる効果
・施設機能を持続的に確保 ・施設故障に伴う事故を未然防止
・改築更新費用の平準化

今後多くの施設が、順次改築更新が必要な時期を迎えます。

[公共下水道長寿命化計画策定状況]

（概ね２０年間で全施設の長寿命化計画を策定）
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―下水道施設の資産管理―

施設区分 数量 経過年数
長寿命化計画

H28年度末 R元年度末 R８年度末

処理場 １０箇所 38年～12年 ４箇所 ４箇所 ６箇所

ポンプ場 １８箇所 34年～1年 ５箇所 ６箇所 １８箇所

合計 ２８箇所 ９箇所 １０箇所 ２４箇所



管路長寿命化整備（鉄筋コンクリート管の長寿命化）
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―下水道施設の資産管理―

○現状および将来予想される課題

・30.3kmが耐用年数（50年）を経過 ・10年後は新たに107.8kmが要更新
・20年後には191.2km（73％）が要更新

・管の老朽化が進み、土砂の吸出し等
による道路陥没の増加が懸念されます。
・維持管理費抑制のため、コスト縮減
ならびに計画的な長寿命化が必要。

○これまでの取組みと現状

56.2km

56.2km

56.2km

27.6km

5.9km

0.6km

177.8km

199.5km

204.8km

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R8年

R元年

H27年度末 耐震工事により長寿命化予定

長寿命化整備

未実施目標

・工費抑制のため既設管の管更正工事により長寿命化を図ります。
（更新は他のライフラインの移設や既設管の撤去等、多額の費用が必要）
・261.6kmのうち56.2kmは耐震化工事により長寿命化を図ります。
・現在5.9mが長寿命化済。残り199.5kmを本事業で長寿命化します。

○今後の取組み

管渠の更新時期が本格化する前に計画的な長寿命化を行い、コスト縮減と整備費用
の平準化を図ります。



処理施設の統廃合
施設の統廃合による効率的な汚水処理体系への転換を図るとともに、維持管理コスト
の縮減に努めます。

○これまでの取組みと現状

区分
市町村合併
時の施設数

計画策定時
施設数

（H28年度）

現在施設数
（R元年度）

R８年度
目標施設数

最終目標
施設数

公共下水道 ４ ４ ３ ３ ３

特定環境保全下水道 ６ ６ ６ ６ ５

集落
排水

農業 ７２ ５８ ５８ ５３ ２１

漁業 ３ １ １ １ １

林業 １ １ １ １ ０

コミュニティプラント １ １ １ １ １

小規模集合排水 １ １ １ １ １

合計 ８８ ７２ ７１ ６６ ３２

○指標の設定方法

○得られる効果
・維持管理費の削減 ・施設改築更新費の削減 ・効率的な施設運転

処理水量の見込み、既設処理場の能力、近接する処理場の地理的条件、施設の
更新時期を把握し施設の統合を進めます。

－１４

－２

－１

－５

・多くの施設が老朽化に伴い改築更新が必要な時期を迎えています。
・人口減少等により処理水量が減少し、効率的な運転が出来ていません。

[生活排水処理施設状況]
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―収益性・財源の確保―

○現状及び将来予想される課題



使用料徴収率の向上
―収益性・財源の確保―

【指標及び設定方法、目標】

99.0%

98.3%

98.1%

97.8%

97.8%

97.8%

97.9%

96.8%
97.3%

97.4%

97.6%

98.0%

98.1%98.1%
98.0%

98.1%

90.0%

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

97.0%

98.0%

99.0%

100.0%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 ～

R8

年度

(公共下水道)徴収率（％）

経営戦略指標 実績

99.0%

97.0%

97.1%

96.8%

96.7%

96.6%

96.9%

95.9%
96.4%

96.2%

96.4%

97.3%

97.3%

97.4% 97.4% 97.5%

90.0%

91.0%

92.0%

93.0%

94.0%

95.0%

96.0%

97.0%

98.0%

99.0%

100.0%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 ～

R8 年度

（集落排水）徴収率（％）

経営戦略指標 実績

R元年度末 R8年度末

公共下水道 98.1% ⇒ 99.0%
過去の実績を考慮
し、経営の目標値とし
て設定

集落排水等 97.5% ⇒ 99.0% 〃

指標の設定方法 目標

滞納処分を進め、適
切な債権管理を行う
とともに、支払方法の
多様化と周知を行う
ことで、徴収率の向
上を図る。

主要施策

使用料徴収率の
向上

基本方針 実施対象
指標

経営基盤の
強化

経営

27年度末

98.0% ⇒

97.3% ⇒
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３ 鳥取市下水道等事業経営戦略の
見直し時期について
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３ 鳥取市下水道等事業経営戦略の見直し時期について

コロナ禍における経営状況の見通し

財政に関する経営指標

○財政に関する経営指標と現状

経営指標はいずれも目標値を達成しているが、今後については使用料収入減の影響も見込まれ
るため、不透明な状況。 -22-



３ 鳥取市下水道等事業経営戦略の見直し時期について

コロナ禍における有収水量の状況

-23-
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有収水量（50㎥超/期）（千㎥） （千㎥）

○近年の有収水量の傾向は、人口減少や節水意識の浸透、節水機器の普及により減少傾向。
○令和２年度は、
・一般家庭を中心とする小口水量は各期とも増加。
・一方、大口を含む事業者等の水量は、特に２期以降10％以上の減少。
・この結果、全体では４期時点で微増となっている。

○有収水量の状況（水量２区分)

4.4％

3.0％
1.4％

3.9％
△2.2％ △13.8％ △13.0％ △11.1％



○使用料収入の状況は、
・１期時点では、昨年度より増だったが、２期以降は減少に転じ、期を追うごとに減少幅が拡大
し、４期時点で前年度と比べ約３５百万円の減。
・小口水量は増加しているものの、使用料は従量逓増制のため、大口を含む事業者等の水量
減少に応じて、使用料収入も減少。

○今後、どのように推移していくのか先が見えない状況であり、今後の推移を見極めるためにも、
さらに一定程度の期間が必要と考える。

コロナ禍における使用料収入の状況

３ 鳥取市下水道等事業経営戦略の見直し時期について
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1,065 1,059

1,620 1,594

2,175 2,140
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１期 ２期 ３期 4期

下水道等使用料（現年分）（百万円）

○下水道等使用料（現年分）の推移（期ごとの累計）

（税抜）

+9

△6

△26

△35



３ 鳥取市下水道等事業経営戦略の見直し時期について

経営戦略検証と料金見直しの今後の予定

令和２年度はコロナ禍における経営状況を見極めたうえで、
令和３年度に経営戦略を検証し、併せて料金体系の見直しを
踏まえた整理を行います。
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